退職年金規程

第1章　総則

（目的）

第1条　この規程は、社員の退職または死亡による年金または一時金の給付を行い、もって退職後における社員またはその遺族の生活の安定に寄与することを目的とする。

（差別扱いの禁止）

第2条　この規程の適用にあたり、社員のうち特定の者につき不当な差別的な取扱いをしてはならない。

（適用範囲）

第3条　この規程は、会社のすべての社員に適用する。ただし、次の各号の一つに該当する者は、この規程にいう社員には含まない。

（1）役員

（2）嘱託

（3）契約社員

（加入資格）

第4条　社員は、継続して3年勤続した日の翌日に加入資格を取得する。ただし、3年勤続した日の年齢が満25歳未満の者は、25歳の誕生日に加入資格を取得する。

2　満57歳（57歳の誕生日をいう。）までに予定勤続年数が3年未満の者は、加入資格を取得できない。

（加入時期）

第5条　加入時期は、加入資格を取得した日以降最初の4月1日（加入資格を4月1日に取得した者は、当該資格を取得した日）とする。ただし、当該日に満57歳（57歳の誕生日をいう。）に達している者は加入できない。

2　加入した社員を加入者という。

第2章　給付

（給付の種類）

第6条　この規程による給付（以下「給付」という。）は、次のとおりとする。

（1）退職年金

（2）退職一時金

（3）遺族一時金

（退職年金の支給要件）

第7条　退職年金は、加入者が次の各号の一つに該当したとき、その者に支給する。

（1）加入期間17年以上、かつ満50歳以上で退職したとき

（2）加入期間17年以上、かつ満50歳未満で会社都合（役員就任を含む。以下同じ。）により退職したとき

（退職年金の支給期間）

第8条　退職年金の支給期間は、前条により退職年金を受ける権利を取得した者が、満60歳に達した日の属する月の翌月から死亡する日の属する月までとする。

（退職年金の月額）

第9条　退職年金の月額は、「退職時基準給与月額×加入期間別乗率」の算式により計算された金額とする。

2　前項の加入期間別乗率は、別表1による。

（退職年金の一時払）

第10条　退職年金は、第7条により退職年金を受ける権利を取得した者が、次の各号に掲げる理由により希望したときは、将来の年金の支給に代えて15年から支給済みの期間を控除した残余支給期間に対応する当該年金の現価相当額を一時に支払う。

（1）退職時に住宅の建築または購入、子女の教育または結婚、債務の弁済その他これらに準ずる事由のため必要なとき

（2）災害または重大な疾病のため必要なとき

（退職一時金の支給要件）

第11条　退職一時金は、加入者が次の各号の一つに該当したとき、その者に支給する。

（1）加入期間17年以上、かつ満50歳未満で会社都合以外の事由により退職したとき

（2）加入期間17年未満で退職したとき

（退職一時金の額）

第12条　退職一時金の額は、「退職時基準給与月額×加入期間別乗率」の算式により計算された金額とする。

2　前項の加入期間別乗率は、別表2による。

（遺族一時金の支給要件）

第13条　遺族一時金は、次の各号の一つに該当したとき、その社員の遺族に支給する。

（1）加入者が死亡したとき

（2）退職年金を受ける権利を有する者が、当該年金の支給開始前に死亡したとき、または支給開始後15年以内に死亡したとき

（遺族一時金の額）

第14条　遺族一時金の額は、次の各号の一つにより計算された金額とする。

（1）前条の（1）の場合

「退職時基準給与月額×加入期間別乗率×死亡時年齢別乗率」

（2）前条の（2）の場合

　15年から退職年金の支給開始日より死亡した日の属する月までの期間を控除した残余支給期間に対応する退職年金の現価相当額

2　前項（1）の加入期間別乗率は、別表3に、死亡時年齢別乗率は、別表4による。

（退職年金の支払時期）

第15条　退職年金は、毎年2月、5月、8月および11月の4期に、それぞれの前月分まで支払う。

（未支給の年金）

第16条　退職年金受給中の者が死亡したときは、その者に支給すべき年金に未支給分があるときは、これを遺族に支給する。

（一時金の支払時期）

第17条　一時金は、一時金を支給すべき事由が生じた日の属する月の翌月の末日までに支払う。

2　退職年金の一時払の時期は、前項の規定を準用する。

（年金・一時金の支払方法）

第18条　年金または一時金（年金の一時払を含む。）の支払方法は、給付を受ける権利を有する者の指定する口座への振込とする。ただし、やむを得ない場合は、郵便振替払とすることができる。

（遺族の範囲および順位）

第19条　この規程にいう遺族の範囲は、加入者または加入者であった者の配偶者、子、父母、孫、祖父母または兄弟姉妹とし、その順位は前文の順序による。

2　加入者または加入者であった者が会社に対して行っていた予告で、前項に規定する者のうち特定の者を指定した場合においては、前項にかかわらず、遺族はその指定された者とする。

3　給付を受ける権利を有する遺族が死亡した場合、その者に係る権利は消滅するものとし、前二項の規定により死亡者を除く第1順位の遺族を給付を受ける権利を有する遺族とする。

（同順位の遺族が2人以上あるときの処理）

第20条　給付を受ける権利を有する同順位の遺族が2人以上あるときは、その1人のした請求は全員のためにその全額につきしたものとみなし、その1人に対してした支給は、その全員に対してしたものとみなす。

第3章　拠出

（通常掛金および保険料）

第21条　会社および加入者は、給付に要する費用に充てるため、通常掛金および保険料を折半負担する。

2　加入者は、前項の通常掛金および保険料に充てるため、毎月1日現在における標準給与月額に4.15％を乗じて得た金額を加入者掛金として拠出する。

3　会社は、前項に定める加入者掛金の総額と同額を会社掛金として毎月拠出する。

（過去勤務債務等の額に係る掛金および保険料）

第22条　会社は前条の掛金および保険料のほか、この規程の実施に伴う過去勤務債務等の額に係る掛金および保険料を負担するものとし、過去勤務債務等の額のある間、毎月1日現在における加入者の標準給与月額の総額に13.4％を乗じて得た額を拠出する。

2　前項の過去勤務債務等の額は、この規程の変更時または第29条の年金財政の再検討時に、一括管理方式により算出するものとし、その償却割合は年100分の20とする。

（適正な年金数理）

第23条　前二条の掛金および保険料の額は、適正な年金数理に基づいて算定する。

（掛金および保険料の給与からの控除）

第24条　会社は、加入者の負担すべき掛金および保険料を毎月の給与から控除することができる。

（掛金および保険料の拠出停止）

第25条　加入者が満57歳に達したとき、会社および加入者は、その翌月から次の掛金および保険料の拠出を停止するものとする。

（1）会社…第21条第3項および第22条の掛金および保険料

（2）加入者…第21条第2項の掛金および保険料

第4章　制度の運営

（運営）

第26条　会社は、この規程による制度の運営にあたるものとし、その適正を図るため、次の事項を行う。

（1）年金財政に関する事項

（2）受給権の裁定に関する事項

（3）その他制度運営上必要と認められる事項

（年金信託契約および新企業年金保険契約の締結）

第27条　会社は、○○信託銀行株式会社（以下「信託銀行」という。）と年金信託契約を締結し、第21条および第22条により拠出された金額の70％を拠出月の翌月5日までに、給付の70％を行うための基金（以下「年金基金」という。）として信託する。

2　会社は、○○生命保険相互会社（以下「生命保険会社」という。）と新企業年金保険契約（以下「企業年金保険契約」という。）を締結し、第21条および第22条により拠出された金額の30％を拠出月の翌月5日までに、給付の30％を行うための年金基金として払い込む。

3　会社は、前項の企業年金保険契約に伴う附加保険料を全額負担する。

（事務の委託）

第28条　会社は、前条により締結した年金信託契約および企業年金保険契約に基づき年金基金の管理・運営および支給事務を信託銀行および生命保険会社に委託する。

（年金財政の再検討）

第29条　会社は、3年ごとに掛金率および保険料率ならびにその計算基礎の再検討を行うものとし、必要があると認めたときは、適正な修正を行う。

（給付に充てるため留保すべき金額を超える額の処理）

第30条　会社は、前条の年金財政の再検討時に年金基金に給付に充てるため留保すべき金額を超える額がある場合には、当該金額の返還を受け、これを収受するものとする。

第5章　規程の改廃

（規程の改廃）

第31条　この規程は、経済情勢の変化または社会保障制度の改正などにより改廃することがある。

（基金の分配）

第32条　前条によりこの規程を廃止したときは、年金基金は次の各号により分配するものとする。

（1）年金信託契約に係る部分は、退職年金を受ける権利を有するもので、支給済みの期間が15年に達していない者に、15年から支給済みの期間を控除した残余支給期間に対応する当該年金の現価相当額に達するまで、当該金額に比例して配分するものとし、なお残余があるときは、加入者に規程廃止日におけるその者が拠出した金額に比例して分配する。

（2）企業年金保険契約に係る部分は、企業年金保険契約協定書に定めるところにより分配する。

第6章　雑則

（受給権の処分禁止）

第33条　給付を受ける権利は、これを譲渡し、または担保に供することはできない。

（受給権の制限）

第34条　加入者が就業規則の規定により懲戒解雇されたときは、第7条、第11条または第13条にかかわらず、その者が拠出した金額を下回らない限度において給付を減額することがある。

（時効）

第35条　給付を受ける権利は、5年を経過したときは時効によって消滅する。

（基準給与月額）

第36条　この規程における基準給与月額は、給与規程に定める金額とし、満57歳以降は満57歳到達時と同額とする。

2　前項の基準給与月額は、満57歳到達時までの最も高い金額を適用する。

（標準給与月額）

第37条　この規程において標準給与月額とは、毎年7月1日現在の基準給与月額につき500円未満の端数は切り捨て、500円以上1,000円未満の端数は1,000円に切り上げた金額をいう。

2　前項により決定された標準給与月額は、その年の7月から翌年の6月までの各月の標準給与月額とする。

3　新たに加入者となった者に係る加入者となった月からその年の6月までの各月の標準給与月額は、加入者となった日の前日現在の基準給与月額につき第1項の規定の例により端数処理を行った金額とする。

（加入期間の計算）

第38条　加入期間の計算は、加入した月から退職した月、死亡した月または満57歳に達した月のいずれか早い月までとする。

（年金現価の計算）

第39条　この規程において退職年金の現価相当額とは、「退職年金の月額×残余支給期間別乗率」の算式により計算された金額をいう。

2　前項の残余支給期間別乗率は、別表5による。

（端数処理）

第40条　給付額に1円未満の端数が生じたときは、これを1円に切り上げるものとする。

2　掛金額のうち加入者掛金に1円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとし、第22条に定める会社掛金および保険料に1円未満の端数が生じたときは、これを1円に切り上げるものとする。

3　別表4および別表5における年齢は満年齢とし、1カ月未満の端数は1カ月に切り上げる。

（届出義務）

第41条　給付を受ける権利を有する者は、次の各号に定めるものを会社に提出するものとする。

（1）住所、氏名および印鑑についての届

（2）年金または一時金の受領方法についての届

（3）生存を証明する書類

（4）その他会社が必要と認める書類

2　前項により提出したものについて変更があったときは、速やかに会社に届け出るものとする。

3　給付を受ける権利を有する者が死亡したときは、遺族は死亡を証明する書類を会社に提出するものとする。

（支払の差止め）

第42条　給付を受ける権利を有する者が正当な事由なしに前条による届出をしないときは、給付の支払を一時差し止めることがある。

（過払いの調整）

第43条　退職年金を受ける権利を有する者が死亡したとき、遺族からの死亡の届出が遅れたことなどの事由により年金の過払いが生じたときは、第13条の遺族一時金から差し引き調整する。

付則

（実施期日）

　この規程は、平成○年○月○日から実施する。















別表1　（例）　加入期間別乗率（年金）　　　（利率年　4％）


加入期間�
支　給　率�
加入期間�
支　給　率�
加入期間�
支　給　率�
�
3�
0.0046�
17�
0.0746�
31�
0.1748�
�
4�
0.0066�
18�
0.0816�
32�
0.1819�
�
5�
0.0091�
19�
0.0887�
33�
0.1894�
�
6�
0.0116�
20�
0.0957�
34�
0.1965�
�
7�
0.0152�
21�
0.1033�
35�
0.2035�
�
8�
0.0187�
22�
0.1103�
36�
0.2106�
�
9�
0.0232�
23�
0.1174�
37�
0.2181�
�
10�
0.0283�
24�
0.1244�
38�
0.2252�
�
11�
0.0333�
25�
0.1320�
39�
0.2322�
�
12�
0.0388�
26�
0.1391�
40�
0.2393�
�
13�
0.0454�
27�
0.1461�
41�
0.2443�
�
14�
0.0519�
28�
0.1532�
42以上�
0.2488�
�
15�
0.0590�
29�
0.1607�
�
�
�
16�
0.0665�
30�
0.1678�
�
�
�






別表2　（例）　加入期間別乗率（退職一時金）


加入期間�
支　給　率�
加入期間�
支　給　率�
加入期間�
支　給　率�
�
　3�
0.45�
17�
7.40�
31�
17.35�
�
　4�
0.65�
18�
8.10�
32�
18.05�
�
　5�
0.90�
19�
8.80�
33�
18.80�
�
　6�
1.15�
20�
9.50�
34�
19.50�
�
　7�
1.50�
21�
10.25�
35�
20.20�
�
　8�
1.85�
22�
10.95�
36�
20.90�
�
　9�
2.30�
23�
11.65�
37�
21.65�
�
10�
2.80�
24�
12.35�
38�
22.35�
�
11�
3.30�
25�
13.10�
39�
23.05�
�
12�
3.85�
26�
13.80�
40�
23.75�
�
13�
4.50�
27�
14.50�
41�
24.25�
�
14�
5.15�
28�
15.20�
42�
24.70�
�
15�
5.85�
29�
15.95�
�
�
�
16�
6.60�
30�
16.65�
�
�
�
























別表3　（例）　加入期間別乗率（遺族年金）


加入期間�
支　給　率�
加入期間�
支　給　率�
加入期間�
支　給　率�
�
　3�
0.0081�
17�
0.0983�
31�
0.2035�
�
　4�
0.0111�
18�
0.1078�
32�
0.2086�
�
　5�
0.0152�
19�
0.1174�
33�
0.2131�
�
　6�
0.0192�
20�
0.1270�
34�
0.2181�
�
　7�
0.0242�
21�
0.1340�
35�
0.2227�
�
　8�
0.0293�
22�
0.1416�
36�
0.2277�
�
　9�
0.0353�
23�
0.1486�
37�
0.2322�
�
10�
0.0413�
24�
0.1557�
38�
0.2373�
�
11�
0.0479�
25�
0.1627�
39�
0.2418�
�
12�
0.0555�
26�
0.1703�
40�
0.2443�
�
13�
0.0630�
27�
0.1773�
41�
0.2468�
�
14�
0.0711�
28�
0.1844�
42以上�
0.2488�
�
15�
0.0796�
29�
0.1914�
�
�
�
16�
0.0887�
30�
0.1990�
�
�
�


















